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令和 5 年（2023 年）6 月 28 日 

総 務 委 員 会 資 料 

総務部ＤＸ推進室情報システム課 

 

第 2次中野区地域情報化推進計画の進捗状況等について 

 

区では、令和 3 年 11 月に策定した「第 2 次中野区地域情報化推進計画」（以

下「計画」という。）において、今後の情報化施策の基本的な方向性を示すとと

もに、令和 6 年度の新庁舎移転を見据え、計画的にデジタルトランスフォーメ

ーション（ＤＸ）を推進している。 

この度、令和 4 年度までの取組状況をとりまとめたので、令和 5 年度以降の

取組予定とあわせ、以下のとおり報告する。 

 

１ 計画の進捗管理 

情報化に向けた取組の進捗状況と成果指標の確認をあわせて行い、事業の

見通しや課題等をとりまとめたものである。今後、議会等の意見やこの間の 

ＩＣＴの進展等を踏まえながらさらに検討を深め、当該年度や翌年度以降の

事業に反映するとともに、取組の見直しを進めていく。 

 

２ 取組状況の確認手順 

(1) 第 5章の各取組の実施内容におけるスケジュール 

計画におけるスケジュールに基づき、進捗状況を「◎（目標を大きく上回

る、スケジュールを前倒しするなど、予定を上回る取組となった）」、「○（予

定どおり取り組んだ）」、「△（予定よりも遅れて取り組んだ）」、「×（未着手）」

の 4段階で区分した。 

(2) 第 5章の成果指標 

令和 4年度末時点の実績を確認した。 

 

３ 各取組の進捗状況 

令和 4 年度においては、概ねスケジュールどおり取り組んでいることを確

認した。 

（詳細は別紙のとおり） 

進捗状況の区分 取組の数 

◎（目標を大きく上回る、スケジュールを前倒しする

など、予定を上回る取組となった） 
0 

○（予定どおり取り組んだ） 102 

△（予定よりも遅れて取り組んだ） 8 

×（未着手） 0 
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４ 成果指標の推移 

目標 1 ＩＣＴを活用した行政サービスの提供による区民の利便性向上と地域

の活性化 

指標項目 
実績 目標 

令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 

区内のマイナンバーカード交付率 46.0% 62.3% 100% 100% 

オンラインによる申請手続受付件数 約 171万件 約 179万件  170万件 200万件 

地図情報に関する窓口及び電話等

問い合わせ件数 
ー ー ー 約 6万件 

区が特に力を入れていると感じる

施策が「情報化の推進」である割合 
3.9% 3.2% 5% 10% 

区と連携してデジタルデバイドの

解消に向けた取組を行う団体数 
3団体 3 団体 4団体 6団体 

 

 

目標 2 効率的で質の高い情報基盤の整備による区政運営の推進 

指標項目 実績 目標 

 令和 3年度 令和 4年度 令和 5年度 令和 7年度 

本庁舎の執務室等で保有し、組織で

共有している文書量（fm）※ 
約 6,200fm 約 5,900fm 約 3,600fm 約 3,000fm 

ＡＩ・ＲＰＡの活用による業務改善数 4件 7件 7件 15件 

標準化システムへ移行した事業数 0/15 0/15 1/15 15/15 

情報セキュリティ事故発生件数 15件 9件 0件 0件 

ＩＣＴ資格の「ＩＴパスポート試験」

取得者数 
14名 22名 20名 30名 

※ｆｍ（ファイルメーター）：書類を積み上げた高さをメートル単位で測ったもので、 

一般的に 1fm は約 1 万枚と換算する。 

 

５ 今後のスケジュール（予定） 

令和 5年 8月  計画（改定版）素案の策定 

9月～10月 素案に係る意見交換会の実施 

11月  案の策定 

    案に係るパブリック・コメント手続の実施 

令和 6年 1月  策定 



中野区地域情報化推進計画　進捗状況一覧 別紙

進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課

〇

夜間窓口開設日の増及び土曜臨
時開庁により交付体制の強化を図
る。（令和４年度交付枚数約５３，０
００件）

夜間日曜開庁などカード受取りの
利便性を図る。（令和５年度交付枚
数５０，９００件）

申請時来庁方式や郵送交付受付
を継続実施し、交付体制の強化を
図る。

戸籍住民課

〇
区報・ＨＰ・チラシによる広報によ
り区民への利用促進を図る。（令
和４年度交付数約１００，０００件）

区報・ＨＰ・チラシによる広報によ
り区民への利用促進を図る。（令
和５年度交付数約１６０，０００件）

区報・ＨＰ・チラシによる広報によ
り区民への利用促進を図る。

戸籍住民課

〇
ぴったりサービス電子申請連携シ
ステムの構築にあわせて、順次オ
ンライン申請の運用を開始した。

国が指定する子育て、介護関係等
のぴったりサービスでの電子申請
をすべて開始予定。

ぴったりサービスでの電子申請を
拡充する。

情報システム課
各手続所管課

〇

東京都内の自治体は都共通システ
ムを利用するため、内閣府システ
ムは利用しない方針である。都共
通システムとマイナポータルとの
連携可否は都ベンダー(NTT)と
J-LISで調整を開始した。

都共通システムベンダーとJ-LIS
が調整している。

ー 防災危機管理課

〇 ー

都共通システムベンダーとJ-LIS
の調整結果を踏まえ、東京都被災
者生活再建支援システム利用者協
議会の方針を基に、区の対応方針
を検討する。

東京都被災者生活再建支援システ
ム利用者協議会の方針を基に、区
の対応方針を検討する。

防災危機管理課

〇
ぴったりサービスと都の電子申請
サービス、民間サービスの比較検
討を行った。

新たな電子申請サービスの実証実
験の結果を踏まえ、導入の可否に
ついて決定する。

電子決済サービスの簡易な組込み
及びスマートフォンを利用した公
的個人認証サービスへの対応を行
う。

情報システム課

実施内容

(国)罹災証明書の発行申請手続について、内閣府が整備す
るクラウド型被災者支援システムとマイナポータルとの連携
対応

事業内容

1-1-②

ぴったりサー
ビスなどマイ
ナンバーカー
ドを活用した
電子手続の
拡充

○ぴったりサービスでの子育て、介護関係等の手続拡充

○罹災証明書の発行申請手続について、国の方針からの区
の対応検討

コンビニ交付サービスの利用促進

1-1-①
マイナンバー
カードの普及
促進

○マイナンバーカード交付窓口の拡大や交付体制の強化

○マイナンバーカード普及に伴う他の電子手続等との役割
分担及びオンラインサービスについての整理

【進捗状況の凡例】

◎・・・目標を大きく上回る、スケジュールを前倒しするなど、予定を上回る取組となった

〇・・・予定どおり取り組んだ

△・・・予定よりも遅れて取り組んだ

×・・・未着手
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇

ペーパーレス推進本部で各部の
ペーパーレスの進捗状況を確認し
ながら、ペーパーレス化を推進し
た。

ペーパーレス推進本部で各部の状
況確認、ヒアリングを行うなど、各
部の取り組みを支援していく。

（推進） 新区役所整備課

〇
申請等手続に係る押印等の廃止
に関する指針に基づき、各所管で
手続を見直し、廃止を進めた。

引き続き、各所管で手続を見直
し、廃止を進める。

（推進） 新区役所整備課

〇
各部で電子化を行う対象文書を
選定し、ペーパーレス化を推進し
た。

各部において引き続き電子化作
業を行い、ペーパーレスを推進す
る。

（推進） 新区役所整備課

〇

東京電子自治体共同運営電子申
請サービスの追加（拡充）に係る民
間電子申請サービスの利用が決
定された。また、令和７年度以降の
電子申請サービスについて民間
サービスの活用が検討された。

共同運営電子申請サービスの追
加（拡充）に係る民間電子申請
サービスの利用が開始される。ま
た、令和７年度以降の電子申請
サービスについて引き続き検討さ
れる。

令和７年度以降の電子申請サービ
スが選定される。

情報システム課

〇

新たな電子申請サービスの導入に
係る実証実験を行った。また、紙
手続の電子申請への移行に係る
阻害要因について、全庁へヒアリ
ングを行った。

実証実験の結果をもとに新たな電
子申請サービスの導入可否を決定
する。また、電子手続可能なサー
ビスの拡充に向けた検討を行う。

新たな電子申請サービスの導入等
により、電子決済サービスの簡易
な組込み及びスマートフォンを利
用した公的個人認証サービスへの
対応を行い、手続可能なサービス
のさらなる拡充を行う。また、令
和７年度以降に都が提供する電子
申請サービスの利用を検討する。

情報システム課

〇 ー ー ー 情報システム課

〇
ぴったりサービス電子申請連携シ
ステムを稼働し、申請受付開始に
向けた基盤整備を行った。

ぴったりサービス電子申請連携シ
ステムの運用を開始する。

ー 情報システム課

〇
ぴったりサービスにおいて子育て
や介護等に関する１９手続を拡充
した。

子育てや介護等に関する手続の
ほか、標準様式に対応している手
続について検討を行う。

（推進）
情報システム課
各手続所管課

1-1-⑤

国が示して
いるマイナ
ポータルから
の電子手続を
可能とする
環境構築

(国)自治体の基幹システムとぴったりサービスのオンライン
接続についての標準仕様の提供

○マイナポータルからの電子手続の拡充

◎マイナポータル手続の電子化に向けた情報基盤の整備

1-1-④
電子申請
サービスの
見直し

(都)電子申請システムの見直し

◎現状調査・諸手続の見直し1-1-③
ペーパーレス
の推進と押印
の見直し

ペーパーレス推進体制の構築

◎紙資料のペーパーレス化

(１ー１－②再掲)○マイナンバーカード普及に伴う他の電子
手続等との役割分担及びオンラインサービスについての整
理

○都の電子申請システムの見直し対応及び手続可能なサー
ビスの拡充
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
自治体が公開することが推奨され
るデータの公開及び拡充を行っ
た。

自治体が公開することが推奨され
るデータの拡充を検討する。

（推進） 情報システム課

〇 新たに10個のデータを公開した。 更なる公開数の拡大を検討する。 （推進） 情報システム課

〇
統合型ＧＩＳの構築、データ整備、
検証等を実施した。

令和５年１０月の統合型GISの本
稼働に合わせ、オープンデータカ
タログサイトを開設しデータを公
開する。

搭載データの定期的な更新を図り
ながらデータ公開数の拡大を行
う。

情報システム課

〇

統合型GISの操作研修と合わせ
てオープンデータの意義や公開手
順等について職員向けの説明会
を実施した。

引き続き統合型GISの操作研修
と合わせてオープンデータの意義
や公開手順等について職員向け
の説明会を実施する。

（推進） 情報システム課

1-2-②
ホームページ
のリニューア
ル

〇
企画提案公募型事業者選定方式
により構築事業者を決定した。

令和5年１０月に新ホームページ
の運用を開始する。

運用保守を行い、適宜、リビジョン
アップを行う。

広聴・広報課

〇
各課がアンケート機能を利用する
よう周知した。

各課がアンケート機能を利用する
よう周知する。

ー
広聴・広報課
各所管課

〇
区ホームページのリニューアルに
向け、機能要件にアンケート機能
強化の項目を追加した。

令和5年１０月の新ホームページ
運用開始に伴い、多様なアンケー
ト機能の拡充や職員の作成・活用
のしやすさの向上などの機能強化
を行う。

区ホームページでのアンケート機
能の活用について周知する。

広聴・広報課
各所管課

〇
オンライン回答を導入し、郵送回
答と併用で実施した。

オンライン回答を推進するととも
に、全面オンライン化に向けた検
討を行う。

（推進） 総務課

〇

統合型ＧＩＳの構築、データ整備、
検証等を実施した。また、全庁的
な活用に向けて職員への周知や
研修を実施した。

令和5年１０月の統合型GISの本
稼働に伴い地図データの公開及び
庁内の業務改善を開始する。

公開するレイヤーの更新・拡充及
び庁内におけるさらなる活用の促
進を行う。

情報システム課

〇
各所管の計画に基づき、統合型
GISに登録する文書の電子化を
行った。

各所管の計画に基づき、統合型
GISに登録する文書の電子化を
行う。

ー 情報システム課地図資料などのペーパーレス化

◎区民意識・実態調査のオンライン化

◎区ホームページのリニューアルによるアンケート機能の強
化1-2-③

区民意識・
実態調査の
オンライン
化、各事業の
ニーズ・
満足度等
調査の実施

区ホームページのアンケート機能を使用した調査

◎ホームページの統合・全面リニューアル

1-2-④
統合型ＧＩＳの
活用

◎統合型ＧＩＳ導入・活用

○オープンデータの公開数の拡大

1-2-①
オープン
データの
公開数の拡大

国から示された「自治体が公開することが推奨されるデー
タ及びフォーマット」の公開

職員向け研修の検討・実施

○統合型ＧＩＳ稼働による地図情報を活用したデータの公開
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇

Web会議の開催数が増加したた
め、希望する各課にWeb会議用ア
カウントを配布するとともに、操
作方法の周知に努めた。

多機能UCの操作研修及び多機能
UCを活用した事業創出に向けた
研修を実施する。

（推進） 情報システム課

〇

各種講座や情報交換会を会場と
Webのハイブリッドで開催した。
また、一部でYouTubeでの動画
配信を行った。また、すこやか福祉
センター等におけるオンライン相
談として、妊娠期、子育て相談、歯
科・栄養相談、高齢者や障害者支
援の相談等を実施した。

ハイブリッド開催やオンライン開
催、動画配信の継続・拡充してい
く。

（推進）
相談・講座等実施
課

〇

東京都のスマートフォン体験会・相
談会を各区民活動センターや区役
所本庁舎で開催し、講習会では
Zoomの活用方法についての講
義も行った。

東京都のスマートフォン体験会・相
談会を高齢者会館で開催する。ま
た、定期相談会を区役所本庁舎に
て開催し、定着を図る。

（推進） 情報システム課

〇

東京都のスマートフォン 体験会事
業を活用し、スマートフォンを所有
していない区民に対して利便性を
実感できる機会を提供するととも
に、区においてはタブレット端末
の貸出しを伴う実践型の講習会を
実施した。

引き続き東京都の事業を活用して
地域のデジタル化を推進するとと
もに、区ではタブレット端末の貸
出しを伴う講習会の規模を拡充し
て実施する。

（推進） 情報システム課

〇

タブレット端末の貸出しを伴う実
践型の講習会を、60名の区民に
対し約3か月間、３回に分けて実
施した。

タブレット端末の貸出しを伴う実
践型の講習会を、160名の区民に
対し約2か月間、３回に分けて実
施する。

（推進） 情報システム課

〇
地域への新たな情報発信ツールと
して、電子掲示板「ためまっぷ」の
実証実験を行った。

電子掲示板「ためまっぷ」につい
て、5月にプレ、9月に本運用を開
始する。合わせて地域団体等に対
する説明会や活用事例研究会を
実施する。

電子掲示板「ためまっぷ」を活用
し、エリアを超えた面的な団体間
のつながりの創出（不足する地域
資源の分析・解消）を進める。

地域活動推進課
情報システム課

◎地域に携わる方を中心としたＩＣＴの活用

◎モバイル機器講習会

オンラインを活用した相談・講座開催1-3-①

オンラインを
活用した
相談・講座の
開催

オンラインを活用した相談・講座の操作方法の周知

パソコン教室やスマートフォン教室の開催

1-3-②
地域をつなげ
る仕組みの
構築

◎モバイル機器利用に向けたきっかけの創出
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
区民活動センターへ地域ＢＷＡの
ルーターの貸出を行った。

引き続き区民活動センターへ地域
ＢＷＡのルーターの貸出を行う。

（推進） 情報システム課

〇
区民等に対する周知をしたうえ
で、5月末で事業を終了した。

ー ー
文化振興・多文化共
生推進課

〇
集会室利用団体に対するモバイル
ルーター（各センター２台）の貸出
しを継続実施した。

利用状況を確認しながら台数の増
設等の取組を検討する。

（推進） 地域活動推進課

〇
7階各会議室等に、Web会議用無
線アクセスポイントを設置した。

現状の環境を継続する。 ー 情報システム課

〇
新庁舎のネットワーク設計を、
Free Wi-Fiの導入を前提として
実施した。

Free Wi-Fiの導入を実施する。 Free Wi-Fiの運用を開始する。 情報システム課

〇
区有施設におけるオンライン環境
の実現方法等について検討を開
始した。

区有施設のオンライン環境構築の
方針策定に向け、調査等を実施す
る。

区有施設において試行的にオンラ
イン環境を整備し効果測定等を行
うとともに、方針を策定する。

情報システム課

〇

Web会議開催数が増加したため、
希望する各課にWeｂ会議用アカ
ウントを配布するとともに、引き
続き操作方法の周知に努めた。

多機能UCの操作研修及び多機能
UCを活用した事業創出に向けた
研修を実施する。

（推進） 情報システム課

〇

Web会議開催数が増加したため、
希望する各課にWeｂ会議用アカ
ウントを配布するとともに、引き
続き操作方法の周知に努めた。

多機能UCの操作研修及び多機能
UCを活用した事業創出に向けた
研修を実施する。

（推進） 情報システム課

1-4-①

ＩＣＴ技術を
活用した
高齢者の
見守り・支え
あいの推進

〇

都の高齢者見守り相談窓口関係
者連絡会に参加するなど、他自治
体の取組事例等の情報収集を行
い、緊急通報システムなどの既存
事業の有効性を確認した。

既存事業を活用していくことに加
え、要支援者情報台帳システムリ
プレースに向けた検討を進める。

要支援者情報台帳システムを再構
築する。

地域活動推進課

◎新庁舎におけるオンライン環境の整備

○ＩＣＴ技術を活用した見守り・支えあいなどの支援の充実

◎オンライン会議開催・活用のための職員研修

1-3-④

区役所内に
おける
オンライン
会議の普及

◎オンライン会議活用の手引きの作成・周知

○本庁舎会議室等におけるオンライン環境の整備1-3-③

区有施設の
区民向け
オンライン
環境の整備

地域ＢＷＡシステムの協定

◎区民活動センターにおけるオンライン環境の整備(モバイ
ルルータ貸出）

○区有施設におけるオンライン環境の拡充

Nakano Free Wi-Fi の見直し
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
システム改修・連携を行い、がん健
診の結果をマイナポータルから参
照可能とした。

マイナポータル掲載項目の一部が
未掲載となっているため、標準化
システムへ移行する際の取り扱い
を検討する。

標準化システムへの移行に向け、
未掲載項目について引き続き検
討していく。

保健企画課

〇
自治体間での健診受診情報の共
有が可能となった。

ー ー 保健企画課

〇
令和５年１月２６日から準備の整っ
た医療機関・薬局で利用可能と
なった。

ー ー 保健企画課

〇
医療費通知情報等がマイナポータ
ルから取得可能となった。

ー ー 保健企画課

〇
産業振興センターでICT化促進に
関するセミナーを実施した。

産業振興センターでICT化促進に
関するセミナーを実施する。

（推進） 産業振興課

〇
区内連携機関とのネットワークを
通じて、ICT化促進の方向性を検
討した。

区内連携機関とのネットワークを
通じて、ICT化促進の方向性の検
討を継続する。

（推進） 産業振興課

〇
事業者のニーズに即したセミナー
等への参加支援の仕組みの充実
について検討した。

事業者のニーズに即したセミナー
等への参加支援の仕組みの充実
について検討を継続する。

（推進） 産業振興課

1-5-②
商店街の
キャッシュ
レス化推進

〇

鍋横大通商店会が実施した商店
街のキャッシュレス化事業に対し
補助を行い、区内商店街のキャッ
シュレス化の推進を図った。

商店街単位ではなく区商連を主体
としたキャッシュレス化への支援
事業として拡充して継続する。

（推進） 産業振興課

〇
他部や他区での導入事例を収集し
た。

予約システム導入検討と並行し、
検討する。

（推進） 地域活動推進課

〇

中野区もみじ山文化センター（な
かのZERO）における施設利用料
金や講座・教室の参加料、公演チ
ケットの支払について、キャッシュ
レス化を実施した。

社会におけるキャッシュレス化の
浸透度を的確に把握したうえで、
対応できる機器を検討、配備して
いく。

社会におけるキャッシュレス化の
浸透度を的確に把握したうえで、
対応できる機器を検討、配備して
いく。

文化振興・多文化共
生推進課

○他施設のキャッシュレス化

1-5-③

区有施設集会
室等使用料の
支払いの
キャッシュ
レス化推進

◎区民活動センターのキャッシュレス化

○商店街へのキャッシュレス機器の導入支援、実績検証及
び拡充支援の検討

◎販路拡大のためのイベントや先端技術を紹介するセミ
ナー等への事業者の参加を支援

1-5-①

区内事業者の
ＩＣＴ化促進
及び経済交流
の支援

区内事業者に対するオンライン化支援

(国)電子処方箋の仕組みへの対応

(国)自治体間の健診受診情報の共有

◎区内連携機関とのネットワークを活用して、事業者のＩＣＴ
化促進を支援

(国)自身の保険医療情報を活用できる仕組みへの対応

1-4-②

マイナポータ
ルから本人や
家族が健康
情報を把握
するための
仕組み
(ＰＨＲ)の
整備

◎ＰＨＲのマイナポータルからの参照・管理
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇

区内団体による教室が例年どおり
開催された。
また、都と共催でスマートフォン体
験会・相談会を実施した。

区内団体による教室を例年どおり
開催する。
また、都と共催でスマートフォン体
験会・相談会を実施する。

（推進） 情報システム課

〇

中野区区民意識・実態調査におい
て新たに調査項目を設けて実態
を把握した。
また、区が実施した実践型の講習
会において、アンケート調査を
行った。

引き続き中野区区民意識・実態調
査において実態を把握するととも
に、区が実施する実践型の講習会
においてアンケート調査を行う。

（推進） 情報システム課

〇
町会・自治会のICT活動に対し
て、助成金を支給した。

引き続き町会・自治会のICT活動
に対しても使用可能な助成金を支
給する。

（推進） 地域活動推進課

〇 東京都等の支援制度を活用した。
引き続き東京都等の支援制度を
活用する。

（推進） 地域活動推進課

〇
都・区の助成金や東京都等の支援
制度を活用した。

引き続き都・区の助成金や東京都
等の支援制度を活用する。

（推進） 地域活動推進課

1-7-①

（１－２－①再
掲）オープン
データの公開
数の拡大

国から示された「自治体が公開することが推奨されるデー
タ及びフォーマット」の公開

○統合型ＧＩＳ稼働による地図情報を活用したデータの公開

職員向け研修の実施

◎町会・自治会等公益活動団体のＩＣＴスキルの向上に向け
た支援

○オープンデータの公開数の拡大

1-6-②

町会・自治会等
公益活動団体
におけるＩＣＴ
環境の支援
(町会・自治会
公益活動推進
助成制度)

○助成金の支給（町会・自治会のＩＣＴ活動）

（１－３－②再掲）◎モバイル機器講習会

（１－３－②再掲）◎モバイル機器利用に向けたきっかけの
創出

1-6-①
デジタルデバ
イド解消に
向けた支援

◎ＳＮＳやホームページ等による、町会・自治会等公益活動
団体の情報発信の支援

◎区民のモバイル機器に関する実態把握

パソコン教室やスマートフォン教室の開催
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇 TDPFの活用を検討した。
引き続きTDPFの活用を検討す
る。

TDPFの稼働後は区のホームペー
ジ等を通じた周知等を検討する。

情報システム課

〇
民間ポータルサイト等で活用が見
込まれるオープンデータの公開を
検討した。

引き続き民間ポータルサイト等で
活用が見込まれるオープンデータ
の公開を検討する。
また、令和5年10月のオープン
データカタログサイトの開設によ
り、地理情報のオープンデータを
拡充する。

（推進） 情報システム課

〇
TDPF推進会議において、推進の
方向性が確認された。

TDPF稼働予定 （推進） 情報システム課

〇
データ利活用に関する相談を受け
るアドバイザー制度が試行され
た。

TDPF稼働予定 （推進） 情報システム課

〇
東京都と連携してオープンデータ
を整備した。

引き続き東京都と連携してオープ
ンデータを整備する。

（推進） 情報システム課

◎紙資料のペーパーレス化

◎現状調査・諸手続の見直し2-1-①

（１－１－③再
掲）ペーパーレ
スの推進と押
印の見直し

ペーパーレス推進体制の構築

◎ＴＤＰＦとのデータ提供・活用

(都)市区町村の行政データを整備・運用1-7-③

東京都が整備
する横断的な
連携を可能と
するデータ
基盤(東京
データプラッ
トフォーム：Ｔ
ＤＰＦ)の活用

(都)ＴＤＰＦ運営組織設立

民間ポータルサイト等と区のデータ連携の推進

1-7-②

産学官民の
協働に関する
区の窓口体制
の整備と
データ連携

産学官民協働専用窓口の広報
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
総務省の調査に対する回答と取り
まとめ結果の確認を行った。

GovTech東京におけるAI-OCR
の先行研究を参考に検討を進め
る。

(推進） 情報システム課

〇

音声機械通訳機能と三者間通訳
機能を搭載したタブレットを5４台
配備した。令和４年度より機械通
訳の対応言語を１７追加し、３０言
語とした。

実績等に基づき外国人対応が多
い窓口等に５９台を配備する。ま
た、庁内に通訳機の利便性を周知
することで、利用促進を図るとと
もに、個別の利用状況や実績等を
勘案し、適正配置を行う。

個別の利用状況や実績等を勘案し
た適正配置や配備数及び対応言
語数の拡充等を行い、利便性の向
上を図る。
また、利用状況や技術革新の状況
等を踏まえ、他サービスへの代替
性を検討し、効率的・効果的な
サービス提供の在り方を模索す
る。

文化振興・多文化共
生推進課

〇
令和4年度より、新たに滞納者に
係る調査書類の印刷や外字置換
作業を自動化した。

導入したRPAの活用を継続する。 (推進） 税務課

〇

これまで手入力で行っていた手書
きの口座振替依頼書等の登録や
特別徴収分収納消込業務にAI-
OCRを導入した。

導入したAI-OCRの活用を継続
する。

(推進） 税務課

〇
保育所利用関係申請書類（3様式）
についてＲＰＡ化を行った。

自治体情報システムの標準化・共
通化へ向けて、ＲＰＡの利用につい
て検討する。

(推進） 保育園・幼稚園課

〇
保育所利用関係申請書類（3様式）
についてＡＩーＯＣＲ化を行った。

自治体情報システムの標準化・共
通化へ向けて、ＡＩーＯＣＲの利用
について検討する。

(推進） 保育園・幼稚園課

〇
保育所等AI入所選考システムを
導入した。

自治体情報システムの標準化・共
通化へ向けて、保育所等ＡＩ入所選
考システムの利用について検討す
る。

(推進） 保育園・幼稚園課

〇
令和5年2月より、ごみ分別AI
チャットボットサービスを開始し
た。

運用状況の分析結果や利用者の
声を基に、回答項目の追加など内
容の改善を図る。

(推進） ごみゼロ推進課○ごみ分別アプリへのＡＩ活用等拡充

◎保育所等ＡＩ入所選考システムの導入

○保育所利用関係申請のＲＰＡ拡充

2-1-②
ＡＩ・ＲＰＡの利
用促進

総務省の調査結果やガイドブック、他自治体事例等から導
入検討

◎収納業務におけるＡＩーＯＣＲトライアル実施及び導入

◎滞納整理支援システムＲＰＡ連携導入

○多言語ＡＩ通訳システムの充実

○保育所利用関係申請のＡＩーＯＣＲ拡充
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

2-1-③
窓口支援シス
テムの導入

〇
申請書自動交付機の導入準備を
行った。

戸籍住民課へ先行導入し、稼働、
運用を行う。

新庁舎へ申請書自動交付機を移
設し、運用を継続するとともに、自
治体情報システム標準化等の取組
に合わせた窓口支援システムの検
討を進めていく。

区民サービス課

〇 ー
スマートフォン等を利用した屋外
におけるデータ登録について検討
する。

(推進） 情報システム課

〇

必要な機材を希望した課に配布
し、全庁的な利用を開始した。合
わせて、テレワークシステムを活用
する在宅勤務制度を検討・実施し
たほか、復命書の取扱いを見直し
た。

テレワークの拡充に向けた機器の
調達を実施するとともに、テレ
ワークシステムを活用する在宅勤
務制度を一部検討し実施する。

テレワーク環境を拡充する。また、
テレワークシステムを活用する在
宅勤務制度の運用を継続する。

情報システム課
職員課

〇
構築内容の検討、構築作業、運用
の検討等を開始した。

システム構築及び運用方法を確定
したのち、職員を対象とした研修
を行い、段階的な運用を開始す
る。

職員を対象とした研修を行い、本
格運用を開始する。

情報システム課
職員課

〇

令和4年12月中旬までに次期セ
キュリティクラウドへの移行が完
了し、令和5年1月から運用が開始
された。

ー ー 情報システム課

〇
次期セキュリティクラウドへの接
続切り替えを行った。

ー ー 情報システム課

〇
次期インターネットデータセンター
の構築を行った。

運用を継続する。 （推進） 情報システム課
◎新庁舎移転を見据えたインターネットデータセンターの構
築

◎都区市町村セキュリティクラウドへの対応
2-2-②

インターネッ
トデータセン
ターの見直
し・職員が情
報共有等に
使用する
情報インフラ
の見直し

(都)都の都区市町村セキュリティクラウドの見直し

◎ユニファイド・コミュニケーションの導入

2-2-①
テレワークの
推進

◎テレワークシステムの導入

2-1-④
統合型ＧＩＳの
活用

（１－２ー④再掲）◎統合型ＧＩＳ導入・活用

◎新庁舎の窓口支援システムの導入

外からデータを登録する機能の利用

（１－２ー④再掲）地図資料などのペーパーレス化
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
令和５年２月２７日に戸籍住民課
及び保険医療課の窓口に発券機
を先行導入した。

機器調達及びシステム構築を行
う。

新庁舎に全庁共通発券機を導入
し、稼働運用を行う。

区民サービス課

〇
令和４年第２回定例会での議決を
経て議場システム整備工事の契約
を締結した。

令和６年３月に工事が終了する。 システムの本稼働を開始する。 区議会事務局

〇
新庁舎のネットワーク設計を、
Free Wi-Fiの導入を前提として
実施した。

Free Wi-Fiの導入を実施する。 Free Wi-Fiの運用を開始する。 情報システム課

〇 機器調達のための検討を行った。 必要な機器の調達を行う。 機器の運用を開始する。 情報システム課

〇
既存ネットワークの調査及び新庁
舎のネットワーク環境の設計を
行った。

ネットワーク環境の構築を行う。 ネットワークの運用を開始する。 情報システム課

〇

必要経費の見積作業を支援した。
また、ネットワーク設計のヒアリン
グに合わせて移転方針を定め、オ
ンプレサーバについては新庁舎へ
の移転と合わせて可能な限りクラ
ウド環境へ移行することとした。

移転スケジュール及び設定変更・
動作確認についての仕様書作成
支援を行った。

5月新庁舎開庁に向け移転作業を
実施する。

情報システム課◎既存システムの機器の移転

（２ー２ー①再掲）◎ユニファイド・コミュニケーションの導入
2-2-④

新庁舎に
おける情報
基盤の整備

◎移転に向けた機器の調達

Ｆｒｅｅ ＷｉーＦｉの運用

◎ネットワークの整備

2-2-③

新庁舎に
おける区民
サービスを
向上させるシ
ステムの整備

（２ー１ー③再掲)◎新庁舎の窓口支援システムの導入

◎議場システム

◎発券機システム
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
令和４年９月に先行事業の中間報
告資料が提示された。

令和５年４月よりガバメントクラウ
ド早期移行団体検証事業が開始
される。

（推進） 情報システム課

〇

令和５年１月に先行事業の自治体
にて標準仕様対応の住民情報シス
テムがガバメントクラウド上で初
稼働した。

運用を継続する。 （推進） 情報システム課

△
令和３年度中に決定予定だった国
の基本方針が大幅に遅れたため。
（令和４年１０月７日決定）

国の共通化の動向を見つつ、方針
について検討を行った。

方針を決定する。 ー 情報システム課

〇
国の実証実験の検証結果を確認
し、移行に向けた検討を行った。

移行計画を作成する。 段階的に移行を行う。 情報システム課

〇
地方公共団体情報システムのガバ
メントクラウドの利用に関する基
準をもとに移行の検討を行った。

引き続き移行の検討を行う。 （推進） 情報システム課

△
令和３年度中に決定予定だった国
の基本方針が大幅に遅れたため。
（令和４年１０月７日決定）

標準仕様が示され、意見の照会が
行われた。

ー ー 戸籍住民課

△
令和３年度中に決定予定だった国
の基本方針が大幅に遅れたため。
（令和４年１０月７日決定）

現行ベンダにてフィット＆ギャッ
プを実施した。

引き続き現行ベンダにてフィット
＆ギャップを実施する。

ー 戸籍住民課

〇
移行方針（ガイドライン）の検討、
策定を行った。

ー ー 情報システム課

〇
業務コンサルタント委託準備及び
事業者決定を行った。

業務コンサルタントとともに業務
最適化検証を実施し、事務運用方
針等を決定する。

新業務フローによる業務を実施す
る。

戸籍住民課

2-3-①

情報システム
の標準化・
共通化
（クラウド
サービス）

住民基本台帳業務のシステム標準化対応後の事務運用方
針等決定

標準仕様と現行システム及び事務や関連システム等の対応
度調査

(国)先行の住民基本台帳業務の標準仕様策定・仕様の調整

標準化・共通化に向けた移行方針決定

(国)事業者による標準準拠システム開発（「(仮称)Ｇｏｖ－
Ｃｌｏｕｄ」上でのサービス提供）

クラウドサービス利用の方針決定2-2-⑤

統合仮想
サーバ環境
の最適化
（ガバメント
クラウドを
見据えた
方針の決定）

(国)共通化(クラウドサービス)「(仮称)Ｇｏｖ－Ｃｌｏｕｄ」の提
供

◎国が指定し、該当する１５業務以外のシステム運用してい
る各システムについて、リプレース等を契機とした最適化の
検討

◎国が指定し、該当する１５業務システム
国のスケジュールに合わせて、段階的に移行
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
令和５年３月に先行事業の検証結
果が報告された。

令和５年４月よりガバメントクラウ
ド早期移行団体検証事業が開始
される。

（推進） 情報システム課

〇

令和５年３月に先行事業の自治体
にて標準仕様対応の住民情報シス
テムがガバメントクラウド上で初
稼働した。

運用を継続する。 （推進） 情報システム課

△
令和３年度中に決定予定だった国
の基本方針が大幅に遅れたため。
（令和４年１０月７日決定）

フィット＆ギャップを実施し、実施
可能事業者の検証を行った。

移行スケジュールを策定し、予算
要求を行い、事業者を選定する。

構築作業を開始するとともに条例
等の改正を行う。

戸籍住民課

△
令和３年度中に決定予定だった国
の基本方針が大幅に遅れたため。
（令和４年１０月７日決定）

標準仕様及びスケジュール等が示
された。

ー ー

情報システム課
税務課
介護・高齢者支援課
福祉推進課

△
令和３年度中に決定予定だった国
の基本方針が大幅に遅れたため。
（令和４年１０月７日決定）

現行ベンダにて標準仕様と現行シ
ステムのフィット＆ギャップを実施
した。

引き続き現行ベンダにて標準仕様
と現行システムのフィット＆ギャッ
プを実施する。

ー

情報システム課
税務課
介護・高齢者支援課
福祉推進課

△
令和３年度中に決定予定だった国
の基本方針が大幅に遅れたため。
（令和４年１０月７日決定）

事務運用方針等の検討を行った。 事務運用方針等を決定する。
新業務フローによる業務を実施す
る。

情報システム課
税務課
介護・高齢者支援課
福祉推進課
障害福祉課

△
令和３年度中に決定予定だった国
の基本方針が大幅に遅れたため。
（令和４年１０月７日決定）

標準仕様及びスケジュール等の確
認や各ユーザ部門への説明を行っ
た。

移行スケジュールを策定し、予算
要求を行い、事業者を選定する。

構築作業を開始するとともに条例
等の改正を行う。

税務課
介護・高齢者支援課
福祉推進課
障害福祉課

2-3-①

情報システム
の標準化・

共通化
（クラウド
サービス）

◎１期の標準化・共通化対応

１期のシステム標準化対応後の事務運用方針等決定

標準仕様と現行システム及び事務や関連システム等の対応
度調査

(国)１期(個人住民税、軽自動車税、障害者福祉、介護保険、
就学)標準化の仕様策定・仕様の調整

◎住民基本台帳業務の標準化・共通化対応

(国)共通化(クラウドサービス)「(仮称)Ｇｏｖ－Ｃｌｏｕｄ」の提
供

(国)事業者による標準準拠システム開発（「(仮称)Ｇｏｖ－Ｃ
ｌｏｕｄ」上でのサービス提供）
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
標準仕様及びスケジュール等が示
された。

ー ー

戸籍住民課
保険医療課
子ども・教育政策課
保育園・幼稚園課
生活援護課
選挙管理委員会事
務局

〇

標準仕様との比較分析を行うため
の現行システム環境基礎調査、
フィット&ギャップに向けた予算
要求を行った。また一部システム
についてはフィット&ギャップを実
施した。

フィット&ギャップを実施し、標準
化後の事務フローの検証作成等、
標準化に向けた準備を行う。

ー

戸籍住民課
保険医療課
子ども・教育政策課
保育園・幼稚園課
生活援護課
保健企画課
保健予防課
選挙管理委員会事
務局

〇
標準仕様との比較分析を行うため
の現行システム環境基礎調査や事
務運用方針等の検討を実施した。

引き続き事務運用方針等の検討
を行う。

事務運用方針を決定する。

情報システム課
戸籍住民課
保険医療課
子ども・教育政策課
保育園・幼稚園課
生活援護課
保健企画課
選挙管理委員会事
務局

〇
標準仕様書と現行業務の比較確
認を行った。

移行スケジュールを策定し、予算
要求を行い、事業者を選定する。

構築作業を開始するとともに条例
等の改正を行う。

情報システム課
戸籍住民課
保険医療課
子ども・教育政策課
保育園・幼稚園課
生活援護課
保健企画課
選挙管理委員会事
務局

〇

データ要件・連携要件の標準仕様
を受けて、データ連携や仕様等の
検証を行い、接続システムの改修
内容を特定した。

システム改修の有無を検討し、予
算要求を行う。

システムの改修を行い、運用を開
始する。

戸籍住民課
税務課
保険医療課
住宅課

2-3-①

情報システム
の標準化・

共通化
（クラウド
サービス）

◎標準化対象業務とデータ接続している業務システムのシ
ステム改修

◎２期の標準化・共通化対応

２期のシステム標準化対応後の事務運用方針等決定

標準仕様と現行システム及び事務や関連システム等の対応
度調査

(国)２期(戸籍の付票、戸籍、選挙人名簿管理、国民年金、
国民健康保険、後期高齢者医療、児童手当、生活保護、健康
管理、児童扶養手当、子ども子育て支援)標準化の仕様策
定・仕様の調整
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進捗
状況

スケジュールの 変更理由 令和4年度までの取組状況 令和5年度の取組予定 令和６年度以降の取組予定 所管課実施内容 事業内容

〇
政策評価委員会において33件の
評価を実施するなど、適切な運用
を行った。

引き続き適切な運用を行う。 (推進） 情報システム課

〇

システム調達時、契約事項として
サービスレベルを定めるよう、所
管課に検討させる仕組みを運用し
た。

引き続き運用する。 （推進） 情報システム課

〇
政策評価委員会を適切に運用し
た。

システムの開発を前提とする調達
に加え、ASPなどのサービスを利
用する調達に適切に対応できるよ
う、調達ガイドラインの運用を見直
す。

（推進） 情報システム課

2-4-②
強固な情報
セキュリティ
レベルの確保

〇
研修、監査等によりセキュリティの
維持・向上を図った。

引き続き研修、監査等によりセ
キュリティの維持・向上を図る。

（推進） 情報システム課

〇
業者選定のため企画提案公募型
事業者選定を実施し、導入するシ
ステムを決定した。

システムの利用を開始し、システム
を活用した人材育成を行う。

（推進） 職員課

〇

eラーニング等によるICTリテラ
シー習得のための研修を実施し
た。また、管理職向けＤＸ人材育成
研修を実施した。

データ分析・政策立案、業務の効
率化・改善、区民サービスの向上
を、ＩＣＴ技術の活用によって実現
できる人材を育成する研修を実施
する。

（推進）
情報システム課
職員課

〇
支援を開始した。
（取得者数8人）

支援対象を拡大する。 （推進） 職員課

〇
採用した人材が有する民間企業等
における先進的な技術や専門的な
知識等を活用した。

採用した人材が有する民間企業等
における先進的な技術や専門的な
知識等を引き続き活用する。

（推進） 職員課

〇

23区人事担当課長会において検
討の上、令和５年度経験者採用試
験において事務（ICT)区分の募
集を実施した。

令和６年度I類採用試験から事務
（ICT)区分の募集を実施する。

（推進） 職員課

2-5-①
ＩＣＴスキルの
高い人材の
育成

セキュリティ運用（ＰＤＣＡサイクル）

○調達ガイドラインの改定(ＳＬＡ方針の追加）
2-4-①

システムや
機器、運用
管理について
統合等の
見直し

2-5-②
外部人材の
活用

◎任期を定めた外部人材の活用

◎特別区におけるＩＣＴ人材の確保の検討

◎研修プログラムの実施

◎人財マネジメントシステムの導入、活用

◎ＩＣＴ関連資格の取得支援

調達ガイドラインの運用（ＰＤＣＡサイクル）

○調達ガイドラインの改定(評価方法の見直し）
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